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研究要旨 

 東日本大震災を踏まえた災害対策基本法の改正に伴い、「災害発生時における積極的な情

報の収集・伝達・共有を強化」、「地方公共団体間の応援の対象となる業務を、消防、救命・

救難等の緊急性の高い応急措置から、避難所運営支援等の応急対策一般に拡大」が盛り込ま

れた。とりわけ、避難所運営支援として、避難所に退避した被災者の健康管理、避難所の環

境衛生管理があげられている。このような課題の解決の手段として、クラウド技術を用いた

被災地域の保健医療福祉ニーズの把握は、効果的な支援を行う上で不可欠であり、今後の発

生が想定されている東海、東南海地震への活用が期待される。本研究では、平成 23 年度に

構築された災害時公衆衛生従事者緊急派遣等システムを基本に、自治体における保健部局

と、DMAT、DPAT 等が被災地域（者）の保健医療情報を迅速かつ的確に収集・評価するため

のシステム構築と人材育成プログラムの開発を行った。 
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Ａ.研究目的 

 東日本大震災を踏まえ、災害対策基本法が改正

されたところであるが、この中で、「災害発生時

における積極的な情報の収集・伝達・共有を強化」、

「地方公共団体間の応援の対象となる業務を、消

防、救命・救難等の緊急性の高い応急措置から、

避難所運営支援等の応急対策一般に拡大」が盛り

込まれたところである。とりわけ、避難所運営支

援として、避難所に退避した被災者の健康管理、

避難所の環境衛生管理があげられている。これら

の課題の解決の手段としてクラウド技術を用い

た被災地域の保健医療福祉ニーズの把握は、効果

的な支援を行う上で不可欠であり、今後の発生が

想定されている東海、東南海地震への活用が期待

される。厚生労働省においては、健康危機管理に

関わる自治体職員の訓練用システムとして、平成

23 年度に災害時公衆衛生従事者緊急派遣等シス

テム（以下、「災害時公衆衛生システム」という。）

を国立保健医療科学院(以下、「科学院」という。) 

内に構築したところである。本システムは、発災



 

時においては、被災地域における公衆衛生情報を

収集し、市町村、都道府県、国のレベルで情報を

共有することで、最適な被災者の保健医療福祉ニ

ーズに応じた支援を可能とするものである。一方

で、本システムを災害時において稼働させるため

には、平時からシステムに慣れることが必要であ

るとともに、災害発生後より速やかに公衆衛生情

報を収集できることが求められる。実際の大規模

災害を想定した場合、限られた自治体職員によっ

て情報収集を行うこととなるため、発災直後より

支援に必要とされる公衆衛生情報を集めるには、

自治体の保健部局と、災害医療支援チーム（DMAT）、

災害派遣精神医療チーム（DPAT）等の関係機関間

での情報の相互互換性を保持させることが必要

となる。本研究では、災害時公衆衛生システムに

より被災地域の公衆衛生情報と DMAT、DPAT 等の

支援チームが有する情報との互換性を検討する

とともに、収集された情報を評価・分析するため

のツールの開発を進める。とりわけ、本システム

のメインユーザーとなることが想定される保健

師向けの機能の強化の一環として、「大規模災害

に お け る 保 健 師 の 活 動 マ ニ ュ ア ル

(http://www.nacphn.jp/saigai-manyuaru.html）」のシステム

への取り込みを進めるとともに端末操作ならび

に教育訓練プログラムの開発を行う。 

 

Ｂ.研究方法 

(1)災害時における公衆衛生情報基盤の構築 

 本研究では、システムとして、クラウド技術と

顧客管理（Customer Relation Management：CRM）システ

ムを採用した災害時公衆衛生システム（平成 23

年度に国立保健医療科学院に導入）を用いる。 

また、調査項目については、保健師長会でとりま

とめられた「大規模災害における保健師の活動マ

ニュアル」の調査報告様式を参考に、調査項目を

抽出し、アセスメントの目的に応じた項目の整理

を行う。EMIS が平成 26 年８月に改訂されたこと

から、保健部門が災害時に活用すべき項目につい

て、埼玉県における保健行政を含む保健関係者と

の健康危機管理研修を通じて検証し、検討、整理

を行う。また、平成 25 年度に内閣府より示され

た「避難所における良好な生活環境の確保に向け

た取組指針（内閣府 平成 25 年 8 月）」を踏まえ、

栄養管理についての項目も検証を行った。 

 (2)災害時における保健活動の高度化 

 平成 25 年度：保健師の災害に関連する教育の

実態、災害時保健活動に必要とされる専門能力に

関連する先行研究の分析、災害保健医療関連分野

の専門家の意見から、今後の大規模災害発生時に

求められる資質・能力を備えた保健師養成のため

の研修プログラム案を策定する。 

 平成 26 年度：前年度に策定したプログラムを

用いた研修を実施し、プログラムによる効果から

その妥当性について検証する。                        

(3)災害時における要援護者情報の把握          

①妊婦、乳幼児対策に関する情報の収集 

 産婦人科医、助産師、災害医療専門家によって

構成されるワーキング・グループで母子救護マニ

ュアル、チェックリスト、アクション・カード、

避難所母子入所者名簿、母子避難所ゲーム等災害

時に必要となる様々なツールを開発し、複数の自

治体における災害時母子救護研修で実証を行い、

指摘事項を反映させる。 

②災害時における精神保健医療情報の収集 

 DMHISS（災害精神保健医療情報支援システム）

で得られる項目について、平常時（支援チームの

事前登録）、初動時（支援チームの派遣調整）、活

動時（活動記録の収集）、活動後（活動記録の集

計や分析）の 4 つに分けて、それぞれのフェーズ

毎に把握すべき情報について、東日本大震災にお

ける活動等に基づき項目の抽出を行う。 

 (4)自衛隊衛生部門と保健行政の連携                         

 災害派遣により避難所に対する救護活動を実

施する自衛隊の衛生部隊と保健行政との相互連

携について防衛省・自衛隊衛生部局関係者に対す

るヒアリング行い、災害時に向けた平時からの連



 

携の在り方について課題の抽出を行う。また、

DMAT 隊員に対する聞き取り調査を行い、防衛省・

自衛隊と共有すべき情報について検討する。        

(5)被災者支援に向けたアセスメント手法の構築                  

 東日本大震災の発災当時における避難所支援

の課題について、岩手県及び宮城県沿岸部におけ

る医療機関、行政機関等が有する当時の避難所支

援に関する記録を踏まえ、国際的な人道支援の観

点から発災直後から復興期に至るまでの期間に

おいてアセスメントに求められる項目とシステ

ム調査項目との整合性の検証を行う。 

(6)国事業への反映                                     

 本研究の成果については、国の委託を受けて国

立保健医療科学院が実施する健康危機管理研修

（実務編、高度編）、災害時公衆衛生情報支援シ

ステムへの反映を行う。 

 

(倫理面への配慮) 

 該当なし。 

  

Ｃ.研究結果 

(1)災害時における公衆衛生情報基盤の構築 

 健康危機管理に関わる自治体職員の訓練用シ

ステムとして、平成 23 年度に災害時公衆衛生シ

ステムが構築された。本システムは、被災地域に

おける公衆衛生情報を収集し、市町村、都道府県、

国のレベルで情報を共有することで、最適な被災

者の保健医療福祉ニーズに応じた支援を可能と

するものである。しかしながら、本システムにつ

いては、教育訓練用として院外からのアクセスは

困難である。そこで、平成 26 年度に EMIS 内に避

難所における保健医療情報を把握するための項

目が新たに加えられたことから、当該システムよ

り登録された項目を自動的に CSV 形式で災害派遣

システムと相互に交換できる構造とした。なお、 

現状のシステムにおいてはすべからく避難所に

おける公衆衛生情報を把握することを目的とし

ていることから項目が多く、いわゆる発災後の各

段階別に必要とされる情報を収集する必要があ

る。とりわけ、避難所対策において重要とされる

飲料水および食事に関連する項目を抽出し、優先

的に調査すべき項目を整理した。一方、災害時健

康危機管理支援チーム（仮称）に求められるシス

テムとして、災害情報収集については、EMIS の活

用で十分であることから、災害時における派遣要

員の調整システムの開発と実装が求められる。当

該派遣調整システムには、都道府県（政令市を含

む。）より①派遣可能な人員数、②派遣期間、③

派遣される職員の職種、④過去の健康危機管理研

修等の受講歴を登録させ、派遣を必要とする被災

都道府県からの派遣ニーズに合致した職員を最

適かつ迅速にマッチングできるシステムの構築

を平成 26 年度中に行い、平成 27 年度より稼働さ

せる新 H-CRISIS に組み込む段階まで進めること

ができた。 

 EMIS は被災地内外の DMAT 及び保健衛生部局が

利用できるシステムであることから、適切かつ迅

速な支援活動を行うためにも必要不可欠である。

本研究では、保健衛生部局が活用すべき項目につ

いて検討、整理を行った。病院被災情報、避難所

情報、DMAT 本部情報については、医療部門と保健

部門が連携を図る上で必要とされる項目と考え

られた。一方、保健衛生部局への EMIS 利用手順

の更なる普及、実際に EMIS を利用した医療部門

との連携訓練や研修が今後の課題である。 

(2)災害時における保健活動の高度化 

 災害時に保健活動の高度化をめざした研修プ

ログラム案を、受講対象者や実施主体に応じた目

標設定、方法にモディファイし、シミュレーショ

ン演習プログラムを策定し自治体保健師を対象

にした研修で活用した。研修の協議や終了後アン

ケートなどから、プログラムは目標にみあった内

容と評価することができた。 

(3)災害時における要援護者情報の把握 

①妊婦、乳幼児対策に関する情報の収集 

 産婦人科医、助産師、災害医療専門家によって



 

構成されるワーキング・グループで母子救護マニ

ュアル、チェックリスト、アクション・カード、

避難所母子入所者名簿、母子避難所ゲーム等災害

時に必要となる様々なツールを開発し、いくつか

の自治体における災害時母子救護研修で使用し

た。また、助産師会、地元ボランティア団体、周

産期医療関係者とともに研修を行った際にそれ

らのツールを使い、研修内容やツールに改善を加

えた。 

②災害時における精神保健医療情報の収集 

 DMHISS で得られる項目としては、チーム名、班

名、所属、派遣期間、派遣先、活動年月日、記録

者、活動場所、班の構成、住民支援（相談対応延

人数、相談経過、相談方法、相談場所、他機関・

チーム同席、相談者と本人との関係、性別、年齢、

被災状況、相談の背景、相談の契機、これまでに

診断されている、または、これまでに発症が疑わ

れる病名、発症時期、現在の治療状況、処方され

ている内容、症状、精神科医師が診察した延人数、

診断病名、発症時期、処方内容、集団活動、健康

調査、ケース会議）、支援者支援、普及・啓発、

人材育成・研修、職員研修、調査・研究、会議・

コーディネート、その他の活動、引継ぎ事項、次

回計画等が挙げられ、チーム全体としての活動か

ら個々の相談対応レベルまでの活動記録が集約

可能であった。 

(4)自衛隊衛生部門と保健行政の連携 

 本来，その機関の機密保持のため情報交換が困

難である防衛省であるが，その機動力による初期

対応と情報収集力は，初期評価が重要な公衆衛生

情報の管理に於いてその重要性が強く指摘され

てきている。防衛医科大学校防衛医学研究センタ

ーの異常環境衛生学，外傷研究部門，行動科学研

究部門，感染症学対策研究官，法医学，防衛医学

の各講座の教授を始めとする研究員と意見交換

をし，その方向性について議論を行った。また，

陸上自衛隊幕僚部衛生部，自衛隊中央病院上級医

官，統合幕僚監部とも有事における情報収集と共

有の重要性に関する方針確認を行った。 

(5)被災者支援に向けたアセスメント手法の構築 

 平成 26 年度においては、東日本大震災の発災

当時における避難所支援の課題について、前年度

のアセスメントに求められる項目とシステム調

査項目の整合性検証を踏まえ、国際シンポジウム

の場で国連を始めとするステークホルダー達と

の協議を重ねることにより項目の精緻化を図っ

た。また，災害医療支援者のアセスメント能力の

向上を目指し，国際基準を活用した研修プログラ

ムを開催(2015 年 6 月、大阪、2015 年 12 月盛岡)

し実用性との整合性検証を行った。本研究の成果

については、日本集団災害医学会（2015 年 2 月、

立川）において取り上げられた。また、世界集団

災害学会(2015 年 4 月、南アフリカ)でも成果発表

予定である。また，実践を伴う基盤構築を目標に，

公衆衛生情報を収集する役割を担う、保健医療関

係者や保健医療系学生との意見交換の場を持ち、

その中で収集時の困難な状況やその対応策につ

いて情報収集した。 

 

D.考察 

 東日本大震災は、阪神淡路大震災を想定して構

築されてきたわが国の災害対策を根幹から揺る

がすこととなった。特に、地域住民を災害から保

護する役割を担う市町村（基礎自治体）がその機

能を失うことは、災害対策基本法の中でも想定さ

れておらず、結果として、支援を必要とする地域

に適切な支援が入らず、情報が集中する地域に支

援が集中するという支援のミスマッチが生じる

こととなった。このような事態に対応していく上

で、災害発生直後より効率的に公衆衛生情報を収

集し、集められた情報を的確かつ迅速に評価する

ことで、適切な人的、物的資源を配分することが、

緊急時の公衆衛生対策に求められている。また、

東日本大震災の特徴として、避難生活の長期化が

指摘されている。避難生活の長期化は、障害者を

はじめ高齢者、妊産婦、乳児という災害弱者への



 

身体的、精神的負担を強いるとともに、生活習慣

病の悪化を招く等、更なる医療需要を生み出すこ

ととなった。今日、来るべき大規模災害に向けて、

各自治体では大規模震災に向けた対策が進めら

れているが、平時にできないことを有事において

行うことは難しい。その意味で、地域保健を担う

保健所においては、平時における組織をいかに効

率的に有事の体制に移行させるか、災害時に不足

する人的資源を補うためにはいかなる法的課題

が存在し、いかなる解決手段が考えられるか、地

域の公衆衛生活動の中核を形成する保健師はい

かに行動すべきか、また、円滑に医薬品、衛生資

材等を被災地域に供給させるためにはいかなる

備蓄・供給体制を構築すべきかについて理解する

必要がある。とりわけ、大規模災害時においては、

保健、医療さらには福祉に関する情報を集めるこ

との重要性が認識されてきたところであるが、避

難所活動、救護活動から得られる情報を、保健サ

イドのみで収集することは、人的、技術的にも限

界がある。この問題を解決する手段として、保健

行政と医療者側の役割分担と連携、各々をつなぐ

情報ネットワークの構築が不可欠である。 

 「地域における健康危機管理のあり方検討会

（平成 13 年 3 月）」によってとりまとめられた「地

域健康危機管理ガイドライン」の中で、地域の健

康危機管理体制の強化を図るにあたり、人材の確

保と資質の向上の重要性が指摘されている。これ

を受け、厚生労働省は、地域健康危機管理に関す

る理解、個別の健康危機への対応能力の向上を目

指して、平成 13 年度より「健康危機管理保健所

長等研修会」を開催した。当該研修の開催期間は

3 日間で、講義を中心に構成されていたが、受講

生の技術の向上のためには、演習の充実が急務と

された。平成 16 年度より、国立保健医療科学院

（以下、「科学院」という。）が研修の企画・運営

に携わることとなり、平時及び健康危機発生時に

おける対応能力の向上に効果的なカリキュラム

の作成、実施、評価に取り組むこととされた。 

 一方、本研修は、食中毒から自然災害まで幅広

い領域を扱う等、内容が総花的であるとの指摘、

東日本大震災における公衆衛生対応の重要性に

鑑み、平成 24 年度より大規模災害における公衆

衛生対策に重点を置いた内容への見直しを図っ

た。具体的には、実務編では(1)大規模災害とい

う様々な健康危機事案に対応する手法としてク

ラスターアプローチやスフィアスタンダードを

理解し、(2)公衆衛生情報の迅速な収集と共有化

に向けた災害時保健医療情報基盤に親和性を持

たせ、高度編では得られた情報の分析と対策の立

案という実践能力の向上を目指した演習を強化

した。今日、来るべき大規模災害に向けて、各自

治体で対策が進められているが、平時にできない

ことを有事において行うことは難しい。その意味

で、地域保健を担う保健所においては、①平時に

おける組織をいかに効率的に有事の体制に移行

させるか、②災害時に不足する人的資源を補うた

めには、いかなる法的課題が存在し、いかなる解

決手段が考えられるか、③地域の公衆衛生活動の

中核を形成する保健師はいかに行動すべきか、ま

た、④円滑に医薬品、衛生資材等を被災地域に供

給させるためにはいかなる備蓄・供給体制を構築

すべきかについて理解する必要がある。そこで、

これら①〜④を満たすべく、研修プログラムを平

成 25 年度より科学院における健康危機管理研修

（高度編：３日間、対象者：保健所長）において

実施した。 

 災害の規模が広域に及ぶような自然災害にお

いては、保健師を中心とした態勢のみでは、短期

間での把握は困難である。そこで、EMIS 上に避難

所調査に関する登録画面を設けることで、DMAT か

らの情報提供を可能とすることが検討されてい

る。この際に、双方の有するシステム間での情報

交換を行う必要があるが、この場合、EMIS と災害

時保健医療クラウドシステム間での調査項目の

属性の共通化が不可欠である。そこで、本研究に

おいては、調査項目の属性を整理したところであ



 

る。しかしながら、調査の目的は、被災地域の公

衆衛生状態を評価するものであることから、各項

目については、客観的に点数評価できる構造が求

められる。その意味で、現段階においては、保健

行政と DMAT が有するシステム間での調査項目の

統一と互換性を確認した段階であり、次の段階と

して、調査結果に基づき、地域アセスメントに関

するアルゴリズムの開発とこれを用いた研修シ

ステムの開発が求められる。  

 

E 結語 

 本研究では、平成 23 年度に構築された災害時

公衆衛生従事者緊急派遣等システムを基本に、自

治体における保健部局と、DMAT、DPAT 等が災害時

における被災地域（者）の保健医療情報を迅速か

つ的確に収集・評価することで、中長期的な支援

体制を構築するためのシステムと人材育成プロ

グラムの開発を行った。 
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之, 迫和子, 小松龍史, 「東日本大震災で

はどの食料物資が不足し、食・栄養支援に

はどの食料物資が使われたのか？」. 第 2

回日本災害食学会研究発表会, 2014 カ

ゴメ賞受賞 

19) 須藤紀子, 笠岡（坪山）宜代, 金谷泰宏, 

「災害時の食支援に関する教材開発の必

要性と DVD の制作」. 第 2 回日本災害食学

会研究発表会, 2014 優秀賞受賞 

20) 原田奈穂子、冨岡正雄、眞瀬智彦、甲斐聡一

朗、児玉光也、宮本順子、高田洋介、千島佳

也子、林健太郎、安酸史子 大規模災害支援

における質の保証と説明責任への取り組み 

第 20 回日本集団災害学会総会・学術集会 

2015 年 2 月東京 

21) 原田奈穂子、金谷泰宏、鶴和美穂 災害時公

衆衛生情報基盤の構築と課題 第 20 回日本

集団災害学会総会・学術集会 2015 年 2 月

東京 

22) 原田奈穂子、重村淳、長峯正典、谷知正章、

清水邦夫、大橋博樹 3 年間のサイコロジカ

ル・ファーストエイド研修効果検証 第 20

回日本集団災害学会総会・学術集会 2015

年 2 月東京 

23) 吉田穂波．災害時の母子保健．第 49 回日本

周産期・新生児学会学術集会．災害ワークシ

ョップ．2013 年 

24) 吉田穂波．災害から子どもを守る．第４回都

市防災と集団災害医療フォーラム．2013 年 

25) 吉田穂波.産科医療研修の災害時におけるニ

ーズと必要性―BLSO を有効に機能させるた

めに―．第 18 回日本集団災害医学会 2013

年  

26) 吉田穂波.「安全・安心まちづくり」を基盤

にしたコミュニティ防災における妊産婦お

よび乳幼児避難所設立．第 18 回日本集団災

害医学会 2013 年  

27) 吉田穂波.より効果的で迅速な災害時周産期

医療支援のための教育・研修プログラムの開

発．第 18 回日本集団災害医学会 2013 年 

 

Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

 (予定を含む。) 

1.特許取得   

 該当事項無し。 

2.実用新案登録   

 該当事項無し。 

3.その他   

 該当事項無し。 

 

  


